
１．④ 通所介護等の事業所規模別の報酬等に関する対応

大規模型Ⅰ
751⼈〜
900⼈以下

要介護1〜5
655〜

1,142単位

要介護1〜5
626〜

1,092単位

通常規模型
〜750⼈以下

延べ利⽤者数

大規模型Ⅱ
901⼈以上

要介護1〜5
604〜

1,054単位

単位

（注） 「新型コロナウイルス感染症に
係る介護サービス事業所の人員基
準等の臨時的な取扱いについて
（第12報）」（令和２年６月１日事務
連絡）で示している請求単位数の
特例は、上記の対応が実施される
までの間とする。

（7時間以上８時間未満の場合）

概要・算定要件

＜現行＞ ＜改定後＞
なし → ア 通所介護又は通所リ ハの大規模型Ⅰについて、 通所介護又は通所リ ハの通常規模型の基本報酬

通所介護又は通所リ ハの大規模型Ⅱについて、 通所介護又は通所リ ハの大規模型Ⅰ又は通常規模型の基本報酬
イ 基本報酬の100分の３ の加算（ 新設）

単位数

○ 通所介護等の報酬について、 感染症や災害の影響により 利用者数が減少した場合に、 状況に即し た安定的なサービス
提供を可能とする観点から、 以下の見直し を行う 。
ア より 小さい規模区分がある大規模型について、 事業所規模別の報酬区分の決定にあたり 、 前年度の平均延べ利

用者数ではなく 、 延べ利用者数の減が生じた月の実績を基礎と すること ができること と する。 【 通知改正】

イ 延べ利用者数の減が生じ た月の実績が前年度の平均延べ利用者数から５ ％以上減少し ている場合、 ３ か月間（ ※

２ ） 、 基本報酬の３ ％の加算を行う （ ※３ ） 。 【 告示改正】

現下の新型コロナウイルス感染症の影響による前年度の平均延べ利用者数等から５ ％以上の利用者減に対する適用
にあたっては、 年度当初から即時的に対応を行う 。

※１ ア・ イと もに、 利用者減の翌月に届出、 翌々月から適用。 利用者数の実績が前年度平均等に戻った場合はその翌月に届出、 翌々月まで。

※２ 利用者減に対応するための経営改善に時間を要するその他の特別の事情があると認められる場合は一回の延長を認める。

※３ 加算分は区分支給限度基準額の算定に含めない。

【通所介護の場合】

同一規模区分内で
減少した場合の加算

○ 利⽤者減の⽉の実績が、
前年度の平均延べ利⽤者数
等から５％以上減少してい
る場合に、基本報酬の３％
の加算を算定可能。

規模区分の変更の特例

○ 利⽤者減がある場合、前年度の
平均延べ利⽤者数ではなく、
利⽤者減の⽉の実績を基礎とし、
・大規模型Ⅰは通常規模型
・大規模型Ⅱは大規模型Ⅰ
又は通常規模型

を算定可能。

（※）「同一規模区分内で減少した場合の加算」「規模区分の変
更の特例」の両⽅に該当する場合は、後者を適⽤。＋3%

＋3%

＋3%
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【 通所介護、 通所リハビリ テーショ ン、 地域密着型通所介護、 認知症対応型通所介護★】


